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Abstract: The purpose of this study is to clarify the relationship between urban function guidance facilities and site use, focusing on 

department stores that have completely withdrawn. This study targets the cases of stores listed in the "National Department Store 

List" of the "Department Store Survey Yearbook". Due to the relationship between urban function guidance facilities and site usage, 

facilities that have two or more functions tend to be used as complex facilities. 

 

１． 研究の背景と目的 

 郊外の大型商業施設進出が原因で百貨店が撤退せざ

るを得ない状況が起こり中心市街地の空洞化が問題と

なっている. 

 一方,立地適正化計画により都市機能誘導区域や居

住誘導区域を設定し,「コンパクトシティ・プラス・ネ

ットワーク」のまちづくりを進めようとしている制度

が存在する.百貨店という商業機能の類いで重要な役

割を果たしているからこそ,立地適正化計画(以下,「立

適」と記す)の有無と百貨店の跡地活用用途の関連性を

研究することで今後の撤退する百貨店の跡地活用に関

する知見を得ることが目的である. 

２． 調査概要 

まず調査対象は、「百貨店調査年鑑」の「全国百貨店

名簿」に掲載されている店舗とした.具体的に調査対象

とした事例は,百貨店協会加盟店舗数が最多の年であ

る 1999 年度版に掲載されている店舗とした.この店舗

について,「全国百貨店名簿」の最新版である 2020 年と

比較し調査した.1999 年度から 2020 年度でリストから

外されている百貨店を対象とした.その結果,3種類に分

類された.続いて,従前地の百貨店が撤退した状態であ

る「完全撤退」の対象実態を把握する. 

 対象施設の跡地,住所,立地適正化計画の策定有無,策

定年,跡地の用途等で分析考察した.調査概要を Table1

に示す. 

３． 百貨店について 

1）百貨店の分類 

調査概要に基づき,百貨店の分類を Table2 に示す. 

Table3 の結果から,「完全撤退」が 42.1％,「現存」が

43.6％,その他 14.3％となった. 

2）都市規模と百貨店の立地関係 

「完全撤退/現存」の百貨店を「大都市,三大都市圏,地

方中核都市,地方中小都市」に分類した（Table4）. 

地方都市では,完全撤退が半数以上を占めることか

ら現存している百貨店が少ないことが分かる. 

主要都市では,現存率が 6割以上を占めているため撤

退率が低いことが分かる. 

上記の結果から,  郊外の大型商業施設が進出する

時代背景と共に,百貨店単体での商業機能を発揮する

べく,立地を地方より都心に立地させようとする傾向

にあると考察できる. 

４． 立適と跡地用途 

1）立適策定と対象百貨店の有無 

完全撤退した百貨店における立適策定率は,半数以

上である（Figure1）.計画策定されているのにもかかわ
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Table 1 Survey Overview 

調査資料 「百貨店調査年鑑」

調査対象
1999～2020年の間における「全国百貨店名簿」に

掲載されている全施設（全385件）

調査項目 除名・現存分類,住所,従前地の施設名,開店年

調査資料 Googleマップ,各自治体・各施設のホームページ

調査対象 「完全撤退」162件

調査項目
対象施設の跡地,立適の策定有無・策定年,都市規模,

跡地の用途

調査①：「百貨店調査年鑑」による百貨店概要調査

調査②：「完全撤退」事例における跡地活用調査

百貨店分類 意味

完全撤退
・従前地が百貨店としての業態で営業していた

・運営主体がその場所から撤退した

現存 ・1999年～2020年までリストに百貨店の名称がある

その他 ・完全撤退や現存の定義から外されている百貨店

Table 2 Definitionofdepartmentstore classification 

 

完全撤退 現存 その他 計

施設数（割合） 162 (42.1%) 168 (43.6%) 55 (14.3%) 385 (100%)

 Table3 Department store situation 

 Table 4 About city size and location of department stores 

 
施設数 割合 施設数 割合 施設数 割合

大都市 40 34.5% 76 65.5% 116 100.0%
三大都市圏 22 35.5% 40 64.5% 62 100.0%
地方中核都市 44 55.7% 35 44.3% 79 100.0%
地方中小都市 56 76.7% 17 23.3% 73 100.0%

完全撤退 現存 合計

令和 3年度　日本大学理工学部　学術講演会予稿集

 225

F2-5



らず全体の 2割は,跡地活用が現在されていないことも

明らかとなった（Table5）. 

 跡地活用有では,8 割以上であることから立適に関わ

らず全国的に活用率が高いことが分かる. 

上記の結果から,立適の有無に関わらず跡地未活用の

場所を跡地活用有の事例を踏まえ,早急に考えなけれ

ばならないと考察できる. 

2）立適策定別跡地用途の分類 

立適策定別に跡地用途の変化を把握する(Figure2）.

事例ごとに含まれている機能は重複して含む.跡地用

途として策定の有無によらず,商業機能を含んでいる

施設が多い.付随する形で,産業・業務・交流機能や文化

機能が存在していることが分かる. 

立適策定の有無によらず,跡地用途に行政機能が入

ってきている傾向にある. 

このことから,財政状況の悪化や施設の老朽化等を

背景として,公的不動産の見直しと連携し,将来のまち

のあり方を見据えた公共施設の再配置や公的不動産を

活用した民間機能の誘導を進めている背景が少なから

ず影響しているのではないかと考察できる.  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3）誘導施設と跡地用途の関連性 

立適策定時期における跡地活用された施設数は,策

定前で 76/83、策定後で 25/26 となった. 

 策定後の誘導施設と跡地用途の関連性では,複合施

設として活用されている施設のほとんどが 2 種類以上

の誘導施設を含んでいたことが明らかとなった

(Table6).  

このことから,複合施設を跡地用途として考える上で,

誘導施設を考慮している傾向にあると考察できる. 

５． まとめ 

本研究では,百貨店撤退後の跡地に関する研究にお

いて,都市規模で百貨店の立地関係を把握しそれを踏

まえた上で、立適と跡地用途との関連性を分析考察し

てきた. 今後は,様々な事業支援を踏まえた上での活用

事例をプロセスで追って調査していく予定である． 
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誘導施設 ○：跡地用途 hp:医療機関 gms:スーパー cvs:コンビニ dgs:ドラッグストア acs:家電量販店 ds:百貨店 ca:商業施設 se:サービス ns:預かり施設 sef:教育施設 lib:図書館 mus:美術館  

sf:スポーツ施設 inn：宿泊施設eb:市民交流拠点 ep:展示スペース bf:業務施設 oa:オフィスcf:公共施設 ms:マンション ab:行政サービス 保育：子育て支援教育・保育機能 他：その他 

 Table 6 Status of guidance facilities and site usage 

 

 Figure1 Number of cases by plan 

跡地

活用有

跡地活用

予定

跡地

未活用
合計

立適計画有
86件

(78.9％)

14件

(12.8％)

9件

(8.3％)

109件

(100.0％)

立適計画有

詳細無

18件

(81.8%)

3件

(13.6%)

1件

(4.5%)

22件

(100.0％)

立適計画無
29件

(93.5%)

1件

(3.2%)

1件

(3.2%)

31件

(100.0％)

Table 5 About proper planning and 

      utilization of the site 
 

 Figure 2 Percentage in the classification of ruins  

 

医療 保育 教育 他

hp gms cvs dgs acs ds ca se ns sef lib mus sf inn eb ep bf oa cf ab ms

1 札幌西武 2009年 超高層ビル（予定） 2030年 大都市 2016年 ○ ○ ○

2 ロビンソン札幌 2009年 札幌すすきの駅前複合ビル（仮称） 2023年 大都市 2016年 ○ ○ ○

3 千葉三越 2017年 大規模マンション（予定） 未定 大都市 2019年 ○ ○

4 大丸山科 2019年 無印良品山科 2019年 大都市 2019年 ○

5 天満屋アルパーク店 2020年 アルパーク 2021年 大都市 2019年 ○ ○ ○

6 伊勢丹松戸店 2018年 キテミテマツド 2019年 三大都市圏 2018年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

7 柏そごう 2016年 高層マンション（予定） 未定 三大都市圏 2018年 ○

8 八尾西武 2017年 LINOAS 2017年 三大都市圏 2017年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9 西武百貨店旭川店 2016年 大型複合施設（予定） 2021年（予定） 地方中核都市 2018年 ○

10 棒二森屋 2019年 複合型商業施設（予定） 2025年（予定） 地方中核都市 2018年 ○ ○

11 中三青森本店 2019年 THREE 2023年（予定） 地方中核都市 2018年 ○ ○ ○

12 中合福島店 2020年 福島市街なか交流館 2020年 地方中核都市 2017年 ○ ○ ○

13 山交 2019年 ヨドバシカメラマルチメディア甲府 2021年 地方中核都市 2020年 ○

14 富山西武 2006年 プレミストタワー総曲輪 2019年 地方中核都市 2017年

15 名古屋三越金沢店 1999年 東進衛星予備校等のテナント 2021年 地方中核都市 2017年 ○ ○

16 マルカン百貨店 2016年 複数テナント入居（大食堂） 2017年 地方中小都市 2016年 ○

17 大沼米沢店 2019年 テナント棟　（予定） ー 地方中小都市 2020年 ○ ○

18 筑波西武 2017年 トナリエつくばスクエア 2021年 地方中小都市 2018年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

19 ヤナゲン大垣本店　 2019年 建物放置状態（活用法未定） ー 地方中小都市 2018年

20 大和高岡店 2019年 eスポーツ拠点、市庁舎の一部 未定 地方中小都市 2018年 ○ ○

21 大和小松店 2010年 Komatsu　A×Z　Square 2017年 地方中小都市 2017年 ○ ○

22 呉そごう 2013年 開発着手段階 2021年～ 地方中小都市 2020年

23 天満屋三原店 2006年 キオラスクエア 2020年 地方中小都市 2017年 ○ ○ ○ ○ ○ ○

24 宇部井筒屋 2018年 建物放置状態（計画検討中） 2021年 地方中小都市 2018年

25 飯塚井筒屋 2009年 OSOLA　HONMACHI 2019年 地方中小都市 2017年 ○

26 都城大丸 2011年 複合型商業施設（予定） 2022年 地方中小都市 2017年 ○ ○ ○

商業 文化 産業・業務・交流 行政

建物用途
番

号
立適策定年開業年跡地活用状況（現在）撤退年百貨店名（従前） 都市規模
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